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(1) 取組の背景と目的 

▶ 諸制度が直接の対象としない地域生活課題は、かつては、地域や家族

といったつながりの中で対応されてきましたが、昨今の人口減少や高齢

化の急速な進展等によって家庭の機能は低下し、職場の人間関係も希薄

化する傾向にあるなど、日常の様々な場面におけるつながりの弱まりを

背景に、社会的孤立や制度の狭間の課題などが表面化しています。 
 

▶ 人と人とのつながりがある地域づくりには、「自分の暮らす地域をよ

り良くしたい」という地域住民の主体性に基づいて、「他人事」ではな

く「我が事」として行われることが必要であり、住民がつながり支え合

う取組により、分野を超えて地域全体が連帯し、様々な資源を活かしな

がら、課題解決に取り組んでいくことが求められています。 
 

▶ また、今後のグローバル化の進展や人口減少傾向を勘案すると、外国

人住民の更なる増加が予想されることから、国籍や民族などの異なる

人々が、互いの文化的差異を認め合い、対等な関係を築こうとしながら、

地域社会の構成員として共に生きていく、多文化共生の地域づくりを推

し進める必要性が高まっています。 
 

(2) 基本的な進め方（課題） 

▶ 平成29年に国が策定した「当面の改革工程」では、「地域課題の解決

力の強化」「地域丸ごとのつながりの強化」「地域を基盤とする包括的支

援の強化」「専門人材の機能強化・最大活用」の４つを柱と定めており、

地域共生社会の実現に向けては、これらを一体的に進めていくことが必

要です。 
 

▶ 具体的には、住民が主体的に地域生活課題を把握し、解決を試みる仕

組みを目指していくほか、単独の市町村では解決が難しい課題への都道

府県による支援体制の確保などが定められ、各柱に沿った取組を行うこ

とで、住民や地域の多様な主体が参画し、一人ひとりの暮らしと生きが

いを地域でともに創っていくことが重要とされています。 
 

▶ そして、多文化共生の地域づくりの推進には、地域社会への外国人の

受入主体として、行政サービスを提供し、多文化共生の担い手となる自

治体が果たす役割は大きいことを念頭に、地域特性や住民理解、外国人

住民の実情・ニーズ等を踏まえ、地域に必要な多文化共生施策の基本的

な考え方を明確にしていくことが求められています。 

施策項目 

【1】住民主体による支え合いの地域づくり 

暮らしやすい地域づくり  ５ 
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(3) 具体的な取組 

➊ 共生社会の実現に向けた相互扶助の仕組みづくり ………………… 

平成27年に国が策定した「新たな時代に対応した福祉の提供ビジ

ョン」では、包括的な相談支援システムの構築や高齢・障がい・児童

福祉分野への総合的な支援の提供といった新しい地域包括支援体制

の確立により、誰もが支え合う地域共生社会の実現を進めていくこ

ととされました。 

さらに、平成28年には、国において「我が事・丸ごと」地域共生社

会実現本部が設置され、「地域共生社会」が今後の福祉改革の柱とし

て位置付けられるとともに、こうした社会の実現に向けて、既存の福

祉サービスを基盤としながらも、住民参加により総合的・包括的に取

り組んでいくべき方向性が明確に示されました。 

道では、国の動きを踏まえつつ、平成27年に策定した「北海道創生

総合戦略」の重点的なプロジェクトの一つとして、住民が集い、互い

に支え合う交流の場である「共生型地域福祉拠点」について、道内全

ての市町村で設置されるよう推進しているところであり、今後とも、

地域共生社会の実現に向けた相互扶助の仕組みづくりを支援してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共生型地域福祉拠点の概要 

★各要件を備えた交流の場や取組を「拠点」と認定し、道のホームページに掲載。 

 住民の集いの場 

要 
件 

１ 

多世代の多様な住民が交流する場 

 人が集うための取組 

要 
件 

２ 

幅広い住民の参加を促す仕掛け 

 支え合いの取組 

要 
件 

３ 

支えられ、支え手ともなる取組 

＊ 新たな拠点の設置に限

られず、既存のオレンジ

カフェやサロン、子ども

食堂、地域活動支援セン

ターなども含まれる。 
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 単位は「年度」 
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❷ 福祉的な支援を必要とする方への見守り活動 ……………………… 

社会福祉法において、市町村が整備に努めることとされている「住

民等が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みることができる環

境」は、交流拠点の整備や地域福祉活動に関する研修の実施などがそ

の具体的な取組として挙げられますが、これらを進めていくに当た

っては、「自分が暮らしたい地域を考える」という主体的な意識を醸

成していくなどといった地域づくりの方向性に留意することとされ

ています。 

このうち、住民や民生委員・児童委員、保護司などの福祉関係者に

よる福祉的な支援を必要とする方を対象とした日常的な見守り・支

え合いの活動は、社会的孤立を防ぐのみならず、「地域で困っている

課題を解決したい」という気持ちで取り組む住民の拡大につながり、

共生の意識が広がっていくことも期待されます。 

道では、高齢者や障がいのある人など、見守りが必要な方を地域社

会全体で支援する観点から、平成24年に「要援護者を地域で支える関

係機関連携マニュアル」を策定し、行政や関係機関・団体、民間事業

者等が連携しながら、地域における見守り支援体制の充実強化に向

けた取組を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 町 村  

見守り活動の取組概要 

道 携 連   会 議 振 興 局   連   会 議 絡 

 関係機関・団体等と積極的に連携し、

見守り活動の推進に向けた情報共有や

方策の検討を行う。 

 道（関係各課）   警察本部 

 市長会、町村会   日本赤十字社 

 共同募金会     社会福祉協議会 

 町内会連合会    民児盟 

 老人クラブ連合会  インフラ事業者  

 新聞社       郵便局 

 不動産関係団体   生活協同組合 

 管内市町村からなる合議体を設置し、

情報共有や方策検討のほか、個別事案の

検証等を行う。 

14の振興局ごとに設置 

★振興局と管内市町村の一層の連携を

図り、地域における見守り活動を推進。 

道内の取組状況や地域 

の好事例等を情報共有 
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❸ 多文化共生に向けた地域づくり ……………………………………… 

国際的に生産年齢人口の伸びが低下し、先進国では労働力不足が

顕著になっている中、平成30年の出入国管理法等の改正などにより、

今後、新たな在留資格制度の創設に伴う特定技能を有する外国人の

増加が見込まれています。 

本道においては、全国を上回るスピードで人口減少が進行し、様々

な業種で人手不足が深刻化しており、こうした外国人材を受け入れ

ていくことは、持続的発展を図る上で、ますます重要になります。 

外国人材の受入れに当たっては、適正な雇用管理や在留管理はも

とより、地域社会の一員として互いの文化や生活習慣を理解・尊重し、

共に生きていく多文化共生社会の実現を図ることが大切です。 

道では、国の施策とも連動しつつ、道内の地域や企業等が外国人材

を円滑に受入れ、外国人が安心して働き、暮らしていけるよう、「外

国人材の受入拡大・共生に向けた対応方向」を策定し、「外国人に選

ばれ、働き暮らしやすい北海道」の実現に向け取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人材の受入拡大と多文化共生に向けた取組の概要 

受 入拡大・共生に向けた課題 

 外国人材 

⦁ 来道した後の日本語能力

の向上 

⦁ 日本の文化や地域の慣行

に対する理解の促進 

 道内企業等 

⦁ 外国人材の採用に関する

ノウハウの習得 

⦁ 労働環境の適正化や住居

確保、生活支援への対応 

 地域住民 

⦁ 外国人増加に対する不安

感の解消 

⦁ コミュニケーション充実

と共通理解の促進 

取 組の基本方向と主な施策 

各種取組の推進により、「外国人に選ばれ、働き暮らしやすい北海道」を目指す。 

 
❶ 外国人と共に暮らすことの重要性を理解できる環境をつくる 

  啓発活動の推進や日本人と外国人との共同行事の開催、キーパーソンの育成 

 
❸ 外国人が日本の文化や地域の慣習・慣行を理解できる環境をつくる 

日本語学習の支援、多言語化環境の推進、行政・生活情報の提供等 

 
❹ 業界や企業等における受入環境づくりを支援する 

  行政・業界団体との連携、外国人材の就業支援、適正な雇用管理・就業環境の啓発等 

 
❺ 北海道で働き暮らす魅力を外国人材にPRし、呼び込む 

  海外の関係機関とのネットワーク構築、道内の就業環境や生活環境の情報発信 

 
❷ 外国人が安全に安心して暮らせる環境をつくる 

情報提供・相談体制の充実、住宅確保の環境整備、外国人児童生徒への教育の充実等 
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(1) 取組の背景と目的 

▶ 誰もが役割を持ち、活躍できる地域共生社会を実現していくためには、

社会的孤立や社会的排除といった課題の解決を図りつつ、住民や地域の

多様な主体が参画し、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、

地域をともに創っていくことが求められます。 
 

▶ 地域共生社会の実現に向けた取組は、こうした認識のもと、「あらか

じめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利

用しやすいよう都市や生活環境をデザインする」ユニバーサルデザイン

の考え方に沿い、全ての人が安心して暮らすことのできるまちづくり・

ものづくりを目指して行うことが必要です。 
 

(2) 基本的な進め方（課題） 

▶ 年齢や障がいの有無などにかかわらず、誰もが地域社会に参加し、安

心して暮らすことができる環境づくりを進めていくに当たっては、物理

的な障壁のみならず、社会的・制度的・心理的なすべての障壁に対処す

るというバリアフリーの考え方とともに、施設や製品等に新しいバリア

が生じないよう、誰にとっても利用しやすくするユニバーサルデザイン

の考え方が欠かせず、この両方に基づく取組を併せて推進していくこと

が必要とされています。 
 

▶ なお、バリアフリーについては、公共交通機関や施設等のハード面で

の取組だけでなく、実際に利用しやすいものとなるための情報提供など

ソフト面と一体となった総合的な取組が一層必要であり、こうしたハー

ド・ソフトの充実に加え、全ての人々が相互に理解を深めて支え合うこ

とができるようにする考え方として、「心のバリアフリー」の推進が重

要となります。 
 

▶ また、「心のバリアフリー」を実現するための施策は、あらゆる年齢

層において継続して取り組むべき課題であるとともに、学校や職場、病

院などの公共施設のほか、家庭や文化施設など地域の様々な場で切れ目

なく実現されなければならないとされています。そのためには、全ての

人が包摂される社会づくりに向けて、相互理解の推進が各地域に根差し

た取組となるよう、幅広く住民が行動していく必要があります。 

 

施策項目 

【2】ユニバーサルデザインの考え方に沿ったまちづくり 
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(3) 具体的な取組 

 福祉のまちづくり ………………………………………………………… 

バリアフリー施策に関する法制度については、平成６年に施行さ

れたハートビル法により、高齢者や障がいのある人の円滑な施設利

用を図るため、不特定多数の人が利用する施設において、段差のない

出入口や幅の広い廊下などの環境整備が努力義務とされました。 

その後、公共交通機関や施設でのバリアフリー化が着実に進めら

れる一方で、施設ごとに独立した整備が行われ、連続的なバリアフリ

ー化が図られていないなど、ソフト面での対策が不十分といった課

題があったことから、全ての人が暮らしやすいユニバーサル社会の

実現を目指すバリアフリー新法が平成18年に施行されています。 

こうした法制度の動向を踏まえ、全国の自治体では、いわゆる「福

祉のまちづくり条例」を制定し、地域特性に応じたバリアフリー化の

促進を図っており、道では、平成10年に同条例を施行しました。 

この条例は、公共的施設のバリアフリー化のみならず、道民の幅広

い参加による地域福祉推進の考え方を取り入れるなど、ハード・ソフ

トの両面から総合的に福祉のまちづくりを進めることとしており、

地域住民が相互に理解を深め合う「心のバリアフリー」の推進を図る

ことで、誰もが暮らしやすい地域づくりを目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉のまちづくり条例に基づく取組の概要 

 

心のバリアフリー 

ハート 

(Heart) 

 公共的施設の整備基準 取組推進のための指針  

１ 

 気運醸成のための広報啓発  優れた取組への奨励と周知 

  心のバリアフリーの活動を

道へ報告し、優良事例を自ら

SNSで発信するなど、普及啓発

活動の担い手として活躍する

「福祉のまちづくりサポータ

ー」を募集し、その活動を促進。 

 福祉的配慮に優れた公共的

施設等、自立・社会参加支援活

動、福祉用具の３部門による表

彰を実施し、受賞者の取組をホ

ームページやパネル展等で広

く周知。 

(Hard) 

ハード 

ハード・ソフトからハートへ 

(Soft) 

ソフト 

病院やスーパーなど、多数の

方が利用する施設について、道

が定める整備基準に適合させ

ることを努力義務として規定。 

道や市町村、事業者、道民が

福祉のまちづくりの重要性を

理解し、一体となって取り組む

ための指針を策定。 
２ ３ 

★条例に基づく「北海道福祉のまちづくり推進連絡協議会」で情報共有・連絡調整を行う。 
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(1) 取組の背景と目的 

▶ 市町村が包括的な支援体制を確保するに当たっては、災害の発生を想

定した体制構築を行う必要があり、その対応・対策の方向性について、

福祉の関連計画においても具体的に記載することが望ましいとされて

います。 
 

▶ 都道府県及び市町村は、災害対策基本法の規定により、地域防災計画

を策定し、予防・応急・復旧等の災害対策を実施するに当たり、防災関

係各機関が住民の生命・身体・財産を災害等から保護するための対策を

定めることとされています。 
 

▶ また、地域防災計画において市町村は、災害時に被災者を滞在させる

ための避難所を確保するとともに、高齢者や障がいのある人など災害時

に配慮を要する方の滞在を想定し、「福祉避難所」を指定することが求

められています。 
 

▶ こうした被災者支援は行政の責務ですが、東日本大震災後の平成25

年における法改正により、ボランティアによる防災活動が災害時に果た

す役割の重要性に鑑み、国及び自治体は、その自主性を尊重しつつ、ボ

ランティアとの連携に努めることが努力義務化されるなど、防災活動の

環境整備が進められています。 
 

(2) 基本的な進め方（課題） 

▶ 近年の災害時は、被災者から寄せられるニーズに寄り添い、より適切

で効果的な支援を行うために、災害派遣福祉チーム（DWAT）が活動す

るほか、被災地内外の行政組織や社会福祉協議会、NPO、ボランティア

等が、災害担当の行政組織と協働で被災者支援に当たるという流れが定

着しつつあり、こうした連携・協働は、今後の被災者支援活動の更なる

広がりを生み出すために不可欠な要素となっています。 
 

▶ 主に社会福祉協議会が設置・運営する「災害ボランティアセンター」

では、行政をはじめとした関係機関との連絡調整、被災者からのニーズ

把握とボランティア活動のマッチング、資機材の調達、情報発信など、

多様な被災者支援活動を行っており、大規模災害に備えるためには、平

時から連携体制を確立しておくことが重要です。 

 

 

施策項目 

【3】災害時に備えた地域支援体制の構築 
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(3) 具体的な取組 

 NPOやボランティアとの連携・協働した被災者支援活動 …………… 

被災時には、行政のみならず、社会福祉協議会やNPO、ボランティア

等の様々な主体が被災者の生活支援と被災地の復興を目指して災害対

応に当たります。 

被災者支援に取り組む主体は近年多様化しており、効率的かつ円滑な

支援の実施に向けては、各種の主体が互いに連携し、調整を図る必要性

が高まることから、「行政」「災害ボランティアセンター（社会福祉協議

会）」「NPO等」の三者が協働していくことが重要とされています。 

この三者のうち、災害ボランティアセンターは、被災者支援の調整に

中心的な役割を果たす機関であり、大規模災害の発生時に同センターを

円滑に設置・運営するためには、平時から市町村と社会福祉協議会との

間で協定等を締結し、役割分担を明確にしておくことが大切です。 

道内では、平成28年８月の大雨災害による復旧対応を踏まえ、地域に

おける災害時のボランティア活動がより円滑に進められるよう、平成

29年４月に北海道社会福祉協議会が主体となって常設の「北海道ボラ

ンティアセンター」を開設し、全道レベルのネットワーク会議やコーデ

ィネーターの養成、市町村におけるセンター設置・運営マニュアル策定

に向けた働きかけを行うほか、振興局単位で市町村等を対象とした会議

を開催しており、道としては、こうした取組を支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道災害ボランティアセンターの概要 

 北海道社会福祉協議会が設置する 

北海道災害ボランティアセンター 

平 
常 
時 

❶ ネットワーク会議（全道レベル） 

❷ 連携会議（振興局単位） 

➌ コーディネーター養成研修 

❹ 初期支援チーム（先遣隊）研修 

❺ 設置・運営マニュアル策定促進 

❻ マニュアル策定等の実態調査 

災 
害 
時 

❶ 初期支援チーム（先遣隊）の派遣 

❷ 被災状況等の情報収集と発信 

➌ 被災者とボランティアのニーズ調整 

運営支援 

道 

市 町 村  
運営を支援 

円滑な設置 

市町村災害ボランティアセンター 

 
災害時 

に設置 

常設 

被災者支援、住宅等の復旧作業等 

ボランティアの派遣 他自治体からの応援 


